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事業報告（令和 7 年 4 月～ 8 年 3 月） 
 

< 概 要 > 
 

我が国経済は、ここ数年来の株価の高値更新の一方で、長期化する円安傾向、エネ

ルギー価格の高騰、物価の上昇等の厳しい状況が続いています。このような経済状況

のなか、協会では関係者のご支援、ご協力を得て自動車の安全確保、環境保全、基準

認証国際化に関する諸事業を推進しました。 

調査研究・試験事業については、自動車の適正使用、安全・環境に関わる調査を実

施し広く情報提供するとともに、公的試験機関として各種試験を適正かつ確実に実施

しました。 

排出ガス試験関連事業については、円安傾向が続くなか、引き続き試験件数の減少

状況にある一方で、協会の設備、技術力を活かした調査研究・試験の受託事業に積極

的に取り組んだ結果、特定小型原動機付自転車の性能確認、コンサルティング事業等

の受託事業は前年度並みの収益を確保することができました。 

国の補助制度執行事業については、環境省の脱炭素成長型経済構造移行推進対策費

補助金（商用車等の電動化促進事業（タクシー・バス））及び国土交通省の被害者保護

増進等事業費補助金（自動車運送事業の安全総合対策事業（先進安全自動車（ＡＳ

Ｖ）の導入に対する支援に限る））の執行団体として業務を行いました。 

国連におけるＷＰ．２９や各ＧＲの本会議については基本的に対面形式で開催さ

れ、多くのオンライン等の併用によるインフォーマル会議も開催されました。自動運

転関連においては、ここ数年の成果として新たな自動運転に係る国際基準の６月成立

に向けた最終基準案が無事合意されました。また、日本から提案した交換式バッテリ

ー技術の国際化のための基準策定が合意され、その議論を行うための会議体が令和８

年度に設立され、いよいよ議論が開始される予定です。 

アジア諸国との関係強化、協調については、多くの専門家会議、実車や設備を使っ

た人材育成を行い各国の要請に応えました。今年、カンボジアが１９５８年協定に加

入したことで、ＡＳＥＡＮの過半数の国が加入したこととなり、ＪＡＳＩＣのこれま

での活動が実を結んできていると感じられる一方で、ＡＳＥＡＮでは加入後の認証制

度の整備・運用などが課題となってきており、令和６年度に続き２回目となる「相互

承認に係るアジア諸国とのワークショップ」を開催し、自動車の認証制度についてよ

り実務的な講義を行い、盛況のうちに終えることができました。 

協会全体の財政については、並行輸入自動車の試験件数の減少を、国等からの受託

事業、企業等へのコンサルティング事業及び情報提供事業等により補完するととも

に、経費全般の節減に努めたことなどにより、正味財産増減額としては令和６年度に

続き収益が費用を上回ることとなりました。 

 

各事業別の概要は以下のとおりです。 

１．自動車の適正使用、安全、環境等に関する調査研究・試験・普及事業 
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調査研究業務については、使用管理委員会及び環境安全対策委員会において策定

された調査研究事業計画に基づき各専門委員会の活動を進めました。 

令和７年１１月には「調査研究発表会」を開催し、運行三費の動向と低減策等に

関する実態調査結果を発表するとともに、行政、自動車機械工具メーカー、自動車

充電器メーカー及びバス運送事業者から調査研究に関連した御講演をいただきまし

た。また、令和８年２月には「トラック・バスの新技術セミナー」を開催し、行政

及び大型車メーカーから新技術・安全・環境・物流領域等に関する社会課題等につ

いて御講演をいただきました。これら発表会及びセミナーの開催にあたり、ホーム

ページでも広く受講者を募り、賛助会員を初め多数の方々に参加していただくとと

もに、調査研究結果報告書をホームページ及び調査研究だよりに掲載するなど、成

果の普及に努めました。 

その他、こども家庭庁の委託を受け「送迎用バス置き去り防止を支援する装置」

の認定及び実態調査について、環境省の委託を受け「商用電動車（バス）の普及等

に関する調査」について、国土交通省の委託を受け「後付けペダル踏み間違い急発

進抑制装置の性能認定等に係る調査」について、それぞれ業務を行いました。 

また、環境省の委託を受け令和６年度（補正予算）「脱炭素成長型経済構造移行推

進対策費補助金」（商用車等（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料

電池自動車並びに急速充電設備及び普通充電設備等）の電動化促進事業（タクシ

ー・バス））、さらに、国土交通省の委託を受け令和７年度「被害者保護増進等事業

費補助金（自動車運送事業の安全総合対策事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入

に対する支援に限る）」について、車両等所有者への補助金執行団体として業務を行

いました。 

国、独立行政法人等からの受託事業については、自動車排出ガス性能劣化状況調

査業務、特定特殊自動車立入検査技術講習会等業務、特定特殊自動車排出ガス規制

法関係資料整理業務及び自動車検査官に対する排出ガス試験技術講習を実施しまし

た。 

試験業務については、公的試験機関として業務の適正実施に努め、並行輸入自動

車、改造自動車、輸出自動車等の排出ガス試験及び騒音試験を実施しました。ま

た、輸入自動車特別取扱制度（ＰＨＰ）の登録試験機関として外国自動車製作者の

依頼を受け排出ガス試験を実施するとともに、登録特定特殊自動車検査機関として

オフロード車の排出ガス試験及び特定小型原動機付自転車等における性能等確認制

度の実施機関として性能確認を実施しました。この他、自動車用内装材料の難燃性

試験及び後付消音器の性能確認試験を実施しました。 

国土交通省では、近年相次いで発生した自動車製作者等による型式指定に係る不

正行為の再発を防止する観点から、関係法令を改正し、自動車型式指定申請にあた

っては「内部統制システムの概要を記載した書面」の提出を義務付けたことから、

自動車の型式指定制度に係る第三者評価検討委員会を設置して 45項目の評価基準の

第三者評価時の視点・手法等を取りまとめることとなりました。このため、当協会
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では職員を派遣し、認証業務に係る技術的な視点で内部統制システムの確認・現地

査察を実施し、通達案等の要領作成を支援しました。この通達改正を受けて、自動

車製作者からの委託により、法律事務所との協力のもと当該自動車製作者の関係者

へのヒアリング及び現地調査を行い、内部統制システムの第三者評価を実施しまし

た。 

 

２．自動車の基準認証制度等の国際化に関する調査研究及び広報普及事業 

ＵＮ規則の改正・制定を検討・提案する活動については、引き続き官民の関係者

と連携し、ＷＰ．２９での議論に対応してまいりました。 

特に自動運転分野において、ＧＲＶＡ（国連自動運転分科会）傘下に設置された

ＡＤＳ－ＩＷＧ（自動運転車専門家グループ）において、日本も共同議長を担い議

論を主導し、新たな自動運転技術に関する国際基準のドラフトを策定し、２０２６

年 1月のＧＲＶＡにて承認するに至りました。同国際基準は今年６月のＷＰ．２９

で合意される予定です。現在は、引き続き同基準に基づいて認証する際の具体的な

手法に係る解説書の議論を継続しています。 

もう一つの重要課題である脱炭素については、カーボンニュートラルセンターに

おいて基準と標準の双方に係る国際化活動の連携を図りながら、特に電動自動車の

交換式バッテリーについては、国際基準の策定に向けて、ＷＰ．２９、ＧＲＰＥ

（国連排出ガス分科会）、ＧＲＳＰ（国連衝突安全分科会）等関係する会議において

提案を行い、２０２６年３月国連ＧＲＰＥにおいて、同国際基準の策定について議

論するタスクフォース設立が合意されました。その他の大きなトピックとしては、

ＧＲＢＰ（国連騒音タイヤ分科会）でのタイヤ摩耗粉塵測定法やＧＲＰＥでの小型

車排出ガス規制法規への少数生産車に対する緩和措置規定など、欧州域内法規の内

容をそのまま国際法規に反映させようというＥＵの動きに対して、日本の地域事情

を反映して国際法規として適切なものとすべく提案を行い、日本が受け入れられる

形で合意することができました。 

アジア専門家会議については、インドネシア、ベトナム、マレーシアにおいて実

施し、特に１９５８年協定に加入を予定しているインドネシアに対しては１９５８

年協定の概要や認証制度について説明を行い、理解を得ることができました。 

人材育成事業については、タイ、マレーシアに日本の専門家を派遣して実車を使

ったデモ試験や講義を行い、また日本にタイ等の政府関係者を招聘して自動車に関

する日本の制度、車検、登録情報システム、安全施策及び事故車救助等の講義を行

いました。また、本年度１９５８年協定加入を果たしたカンボジアにおいて１０か

国１１０名の参加を得て「アジア官民フォーラム」を開催し、日本とアジアの連携

活動の一環として、二輪車排出ガス試験に関する国際基準の改正について、マレー

シアと日本のリーダーシップで進めていくことを報告しました。 

さらに昨年度に続き、「相互承認に係るアジア諸国とのワークショップ」を開催

し、ＡＳＥＡＮ８ヵ国から２８名の政府関係者の参加を得て、実車と認可証を用い
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た車両と認可証の一致性の確認や１９５８年協定に絡めたＣＯＰのレクチャー等を

行いました。同ワークショップではＩＷＶＴＡ／ＤＥＴＡ（国際的な車両型式認証

制度／型式認可情報の交換のためのＵＮデータベース）について紹介し、そこで得

られたＡＳＥＡＮ各国の声を国連のＩＷＶＴＡ／ＤＥＴＡインフォーマル会議に届

けることができました。 

これらの自動車基準認証国際化対策の推進に当たっては、国土交通省及び独立行

政法人自動車技術総合機構からの受託により、また一般社団法人日本自動車工業

会、一般社団法人日本自動車部品工業会、日本自動車輸入組合、一般社団法人日本

自動車機械工具協会、一般財団法人自動車検査登録情報協会、一般社団法人日本自

動車車体工業会、一般社団法人日本自動車タイヤ協会、一般社団法人板硝子協会及

び一般社団法人日本陸用内燃機関協会から活動支援のためご協力・ご寄付をいただ

き事業を実施しました。 

 

３．企業等からの受託調査等事業 

自動車関係団体、自動車・部品メーカー等からの受託事業として、自動車の排出

ガス性能調査、自動車の燃費性能調査、二輪車の排出ガス等性能調査及び電動四輪

車の電費測定調査等を実施しました。 

さらに、これまでの公的試験機関としての実績、経験、国内外の車両基準認証に

係る豊富な知見を活かし、自動車産業に関わる企業の皆様に対し技術面でサポート

するコンサルティング・サービス業務を実施しました。 

 

４．企業等への情報提供事業 

海外主要国の自動車に関する安全・環境基準の和訳版及び国内基準の英訳版を作

成し、国内外の主要関係者及び契約者に対し情報提供を行いました。 
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< 事 業 活 動 > 
 

（令和７年４月～ ８年３月） 
 

Ⅰ 自動車の適正使用、安全、環境等に関する調査研究・試験・普及事業 

（公益目的事業１） 

 

１．調査研究事業 

(1) 委員会等の開催 

① 使用管理委員会・環境安全対策委員会合同委員会…………………… ２回 

 

② 専門委員会………………………………………………………………… ２回 

・整備専門委員会……………………………………………… （２回） 

調査研究テーマ 

・運行三費の動向と低減策等に関する実態調査 

 

(2) 調査研究発表会等の開催、広報普及 

① 調査研究発表会の開催（令和７年１１月１４日） 

・運行三費の動向と低減策等に関する実態調査 

・大型車両におけるトルク管理について 

・ＥＶバス・ＥＶトラックをターゲットとした急速充電器「サイクリック

マルチ充電器」の紹介 

・自動運転技術を活用した新たな路線バスサービスの開発について 

・最近の自動車技術行政について 

 

② トラック・バスの新技術セミナーの開催（令和８年２月６日） 

・三菱ふそうトラック・バス株式会社 

「大型水素トラックの取り組み ～サブクール液化水素の活用～」 

・日野自動車株式会社 

「物流・交通領域の社会課題解決に貢献する日野のソリューション」 

・いすゞ自動車株式会社  

「商用車マルチパスウェイ戦略の実装最前線」 

・UD トラックス株式会社 

「排出ガス後処理装置の効果とＰＮ規制及び計測技術について」 

・国土交通省 

「トラック・バスの技術政策の動向について」 

 

③ 冊子、ホームページ等による情報提供 

・調査研究だよりの発刊（４月号、１０月号、１月号） 

・調査研究結果報告書概要（過去５年間）、「優れた考案による事業改善活

動」事例及び表彰等、協会ホームページでの掲載 

 

④ 「優れた考案による事業改善活動」の紹介 

・令和７年１１月１４日表彰 

１）受賞者 ： 京浜急行バス（株）追浜営業所 

考案名 「ワイパーモーターテスター」 

２）受賞者 ： 東京都交通局江東自動車営業所 
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考案名 「フランジボルト固定治具」 

 

２．国からの補助金交付事業 

商用車等の電動化促進事業（タクシー・バス）（環境省補助事業）の実施 

自動車運送事業の安全総合対策事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対す

る支援に限る）（国土交通省補助事業）の実施 

 

(1) 商用車等の電動化促進事業（タクシー・バス）補助金交付実績 

（令和７年４月～令和８年３月） 

申 請 区 分 交付件数 交付金額（円） 

BEV 323  4,164,351,000 

PHEV 12 12,927,000 

FCV 179 1,518,388,000 

充電設備 154 570,558,000 

合  計 668 6,266,224,000  

 

(2) 自動車運送事業の安全総合対策事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に

対する支援に限る）補助金交付実績 

（令和７年６月～令和８年３月） 

採択件数 台数 交付金額（円） 

2,264 5,481 761,081,668  

 

３．国等からの受託による調査研究等 

(1) 自動車排出ガス性能劣化状況調査業務 

(2) 特定特殊自動車立入検査技術講習会等業務 

(3) 特定特殊自動車排出ガス規制法関係資料整理業務 

(4) 後付けペダル踏み間違い急発進抑制装置の審査 

(5) 独立行政法人自動車総合技術機構検査官に対する排出ガス試験等の技術講

習 

(6) 送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置の性能認定及び評価 

(7) 特定小型原動機付自転車等のサーベイランス業務 

(8) 商用電動車（バス）に関する調査 

(9) 国土交通省が取組む自動車の安全・環境対策に関する周知活動等に係る業

務 

(10)｢内部統制システムを記載した書面の記載事項等を定める通達｣（令和 7 年 3

月 31 日国自審第 2964 号)に基づく第三者評価（２社） 

 

４．試験関係事業 

(1) 自動車等の排出ガス試験…………………………………………… 525 台 

① ガソリン自動車（二輪自動車を含む）の排出ガス試験 

② ディーゼル自動車の排出ガス試験 

③ ＣＮＧ、液化石油ガス自動車等の排出ガス試験 

(2) 自動車等の騒音試験………………………………………………… 203 件 

① 自動車（二輪自動車を含む。）の騒音試験 

② 後付消音器の性能等の確認 

(3) 自動車用品等の性能試験……………………………………………  47 件 

① 自動車用内装材料の難燃性試験 
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② 自動車番号標の物性試験 

(4) 特定特殊自動車（オフロード車）の排出ガス検査………………  99 台 

(5) 特定小型原動機付自転車の性能等確認検査………………………  71 台 

(6) 自動車メーカー等の排出ガス立会試験……………………………   3 件 

(7) 自動車排出ガスの同型成績証明書発行……………………………  2,010 枚 

(8) 自動車加速騒音の同型成績証明書発行…………………………… 766 枚 

 

令和７年度自動車排出ガス等試験実施数 

試  験  の  区  分 実  施  数 前 年 度 比 

排

出

ガ

ス

試

験 

並  行  輸  入 
四輪 244 台  85.6％  

二輪 58 台  76.3％  

改  造  
四輪 37 台  92.5％  

二輪 2 台  200.0％ 

ＮＯｘ・ＰＭ法対応車 6 台  150.0％  

ＰＨＰ（完成検査含

む） 

四輪 54 台  62.1％  

二輪 124 台  104.2％  

計 525 台  85.8％  

騒
音
試
験  

加 速 走 行 騒 音  
並行輸入  124 件  65.0％  

改造 19 件  100.0％  

後付消音器性能等確認 
（一種） 42 件  168.0％  

（二種） 18 件  120.0％  

計 203 件  81.2％  

用
品
等
試
験 

内 装 材 料 の 難 燃 性  47 件  49.0％  

自 動 車 番 号 標 の 物 性 試 験 0 件     --- 

計 47 件  49.0％  

特 定 特 殊 自 動 車 排 出 ガ ス 検 査 99 台  122.2％  

特定小型原動機付自転車の性能等確認

検査 
71 台 70.3％ 

（注）国、企業等からの受託調査研究等に関連した試験は含まない。 

 

 

Ⅱ 自動車の基準認証制度等の国際化に関する調査研究及び広報普及事業 

（公益目的事業２） 

 

１．委員会等の開催 

(1) 国際化企画委員会関係 

・委員会 ………………………………………………………………   ２回 

・幹事会 ………………………………………………………………   ３回 

(2) ＷＰ２９・ＩＷＶＴＡ対応部会関係 

・部会 …………………………………………………………………   ６回 

・自動運転センター …………………………………………………   ３回 

・ＣＮセンター ………………………………………………………   ２回 

・分科会 ………………………………………………………………  ２６回 

・他専門ＷＧ ………………………………………………………… ２２９回 

(3) 国際対応部会関係 



- 8 - 

・部会 …………………………………………………………………   ２回 

・ＡＳＥＡＮ分科会 …………………………………………………   ３回 

・ＣＩＫ（中国・インド・韓国）分科会 …………………………   ２回 

・官民フォーラムＷＧ ………………………………………………   ４回 

 

(4) 検査整備制度調査部会関係 

・部会 …………………………………………………………………   ３回 

 

２．試験研究 

(1) 自動運転マーカ―ランプの基準策定のための見え方に関する調査研究（再

掲） 

(2) 中型・大型車用タイヤ摩耗試験法（室内ドラム試験法）の開発（UNR117 改

め新 UNR） 

(3) 頭部インパクタ試験による非典型ガラス割れ発生確率データの取得

（UNR127） 

(4) 新たな追加試験方法（RD-ASEP）モニタリングデータ解析に関する調査

（UNR51） 

(5) 交換式バッテリーに関する中国法規（GB、GB/T）調査  

 

３．海外事務所（ジュネーブ、ワシントン、ジャカルタ）関係 

(1) 国連欧州経済委員会（ＵＮＥＣＥ）ＷＰ２９関係会議等に常時参画すると

ともに、欧米の基準・認証に係る情報収集、情報提供等を実施 

(2) 米国運輸省道路交通安全局及び環境保護庁との定期連絡を実施 

(3) アジア地域における基準調和・相互承認の支援、基準・認証に係る情報収

集、情報提供等を実施 

 

４．海外会議等への派遣及び情報収集等 

(1) U N E C E / W P 2 9及び同分科会への参加 ………………………………  ６０回 

(2) アジア官民フォーラムの開催 ……………………………………   １回 

(3) アジア専門家会議の開催 …………………………………………   ４回 

(4) 日 ASEAN Cooperation 事業としての ASEAN APMRA サポート 

会議 …………………………………………………………………   ２回 

(5) ＡＳＥＡＮにおける自動車安全・環境基準の認証・試験に 

かかる技術支援事業 ………………………………………………   ３回 

(6) 基準調和・相互承認活動促進のための会議 ……………………   ２回 

(7) C I T A総会への参加 …………………………………………………   １回 

(8) C I T A豪亜地域会議への参加 ………………………………………   １回 

(9) 米国I T利活用調査 …………………………………………………   １回 

(10)U N E C E / W P 2 9 / P T Iインフォーマル会議への参加 …………………   ４回 

 

５．広報普及関係 

ＪＡＳＩＣウェブサイトへの会議情報や各種新着情報の掲載等、情報発信の充

実 

 

６．国等からの受託事業 

(1) 国土交通省から受託した自動車基準・認証制度国際化対策事業 

(2) 国土交通省から受託した自動運転に関する国際基準策定推進事業 
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(3) 国土交通省から受託したＡＳＥＡＮ諸国における自動車安全・環境基準の

認証・試験に係る技術支援事業 

(4) 国土交通省から受託した脱炭素技術の国際基準化・国際展開の推進事業 

(5) 自動車技術総合機構から受託した検査整備に係る海外動向調査業務 

 

 

Ⅲ 企業等からの受託による調査研究・試験事業（収益等事業１） 

 

１．企業等からの受託事業……………………………………………………… ２９件 

(1) 四輪車の排出ガス性能調査 

(2) 四輪車の燃費性能調査 

(3) 二輪車の排出ガス等性能調査 

(4) 電動四輪車の電費測定調査 

(5) 特定小型原動機付自転車等の保安基準適合確認業務 

(6) コンサルティング・サービス事業 

 ・自動車に係る技術基準に関すること………２件 

 ・装置に係る技術基準に関すること…………２件 

 ・二輪車等の型式認定の取得に関すること…２件 

 ・その他…………………………………………３件 

 

２．一般試験等……………………………………………………………………… ９件 

(1) 自動車燃料消費試験 

(2) 衝突試験用ダミー等の検定業務 

(3) その他の排出ガス試験等 

 

 

Ⅳ 企業等への情報提供事業（収益等事業２） 

 

１．海外各国の自動車基準についての情報提供 

（すべての法規（英訳文、和訳文）を WEB により毎月１回提供） 

 

２．ブルーブック（国内基準の英訳版）を WEB により提供 

 

 

< 試 験 施 設 の 整 備 > 
 

昭島研究室において、以下のとおり試験機器等の更新・設置をしました。 

一般財団法人関東陸運振興センター及び一般財団法人自動車検査登録情報協会か

ら寄付金のご供与にあずかり、研究室構内施設のすべての照明機器を LED 化致しま

した。 

 

 

<   会        議   > 
 

１．令和７年度第１回理事会（令和７年５月２９日 ハイブリッド開催） 

第１号議案 令和６年度事業報告（案）について 
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第２号議案 令和６年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及

び附属明細書（案）について 

第３号議案 財産目録（令和７年３月３１日現在）（案）について 

第４号議案 評議員会の招集について（案） 

第５号議案 役員等の改選について 

第６号議案 その他（顧問の委嘱、常勤役員報酬規程の改正、役員賠償責任

保険の継続） 

 

２．令和７年度評議員会（令和７年６月１７日） 

第１号議案 令和６年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及

び財産目録について 

第２号議案 理事１０名の選任について 

第３号議案 監事２名の選任について 

第４号議案 常勤役員報酬規程の改正（案）及び役員の報酬総額等について 

第５号議案 その他 

報告事項１ 令和６年度事業報告について 

報告事項２ 令和７年度事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の

見込みについて 

 

３．令和７年度臨時理事会（令和７年６月１７日） 

第１号議案 会長、副会長及び専務理事並びに代表理事の選定について 

第２号議案 規程類の改正について 

第３号議案 賛助会員の加入承認について 

 

４．令和７年度賛助会員総会（令和７年６月１７日） 

第１号議案 令和６年度事業報告等について 

第２号議案 令和７年度事業計画等について 

第３号議案 その他 

 

５．令和７年度臨時理事会（令和７年１１月１０日 決議省略の方法による） 

第１号議案 臨時評議員会の開催について（案） 

 

６．令和７年度臨時評議員会（令和７年１１月１４日 決議省略の方法による） 

第１号議案 評議員の選任について 

 

７．令和７年度第２回理事会（令和８年３月２６日） 

第１号議案 令和８年度事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の

見込み（案）について 

第２号議案 規程類の改正（案）について 

第３号議案 その他 

 

 

<  役 職 員 等  > 
 

１．役員等の異動 

(1) 評議員退任 

（令和７年６月１７日） 
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川奈部 隆 之        ＵＤトラックス株式会社 

（令和７年１１月１４日） 

神 谷 俊 広    一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 

井 上 雅 弘    軽自動車検査協会 

 

(2) 評議員就任 

（令和７年６月１７日） 

山 下   龍        ＵＤトラックス株式会社 

（令和７年１１月１４日） 

新 田 慎 二    一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 

橋 本 健 司    軽自動車検査協会 

 

(3) 理事退任 

（令和７年６月１７日） 

野 村 正 人    京浜急行バス株式会社 

花 岡 信 一    いすゞ自動車株式会社 

 

(4) 理事就任 

（令和７年６月１７日） 

森   明 裕    京浜急行バス株式会社 

中 田   徹    いすゞ自動車株式会社 

 

(5) 監事就任 

（令和７年６月１７日） 

廣 瀬 敏 也    芝浦工業大学 

 

２．期末における役員等氏名 

(1) 評議員 

五十嵐 純二 いすゞ自動車首都圏株式会社 

       サービス・部品部門サービス部部長 

伊 藤 隆 二 一般社団法人バス共通ＩＣカード協会 理事長 

菊 地 俊 夫 ブリヂストンタイヤソリューションジャパン株式会社 

       執行役員 技術サービス本部長 

小 松   隆 株式会社NX総合研究所 専務取締役 

土 屋 敏 和 関東バス株式会社 取締役運輸部安全管理担当部長 

中 村 保 史 日野自動車株式会社国内サービス部 部長 

新 田 慎 二 一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 理事長 

橋 本 健 司 軽自動車検査協会 監事 

長谷川 哲男 日産自動車株式会社 グローバル技術渉外部 技術参与 

安 原 敬 裕 一般社団法人全国自動車標板協議会 会長 

山 下   龍 ＵＤトラックス株式会社 

ｼﾞｬﾊﾟﾝｾｰﾙｽｱﾌﾀｰｻﾎﾟｰﾄ･ｸｵﾘﾃｨ＆ﾌｨｰﾙﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ 

 

(2) 役員 

会  長 木 場 宣 行 公益財団法人日本自動車輸送技術協会 

副 会 長 加 藤 憲 治 日本通運株式会社 取締役執行役員 

理  事 森   明 裕 京浜急行バス株式会社 取締役社長 
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理  事 島   雅 之 一般社団法人日本自動車整備振興会連合会専務理事 

理  事 柳 田 昌 宏 株式会社バンザイ 代表取締役社長 

理  事 小 西 輝 佳 マツダ株式会社 R&D 戦略企画本部 開発調査部 部長 

理  事 中 田   徹 いすゞ自動車株式会社 市場品質技術部 部長 

理  事 上 野   公 ヤマト運輸株式会社グリーンイノベーション開発部 

グリーンイノベーション開発グループ シニアマネージャー 

理  事 宮 本 道 雄 トヨタ自動車株式会社 法規認証部 主査 

専務理事 西 田   寛 公益財団法人日本自動車輸送技術協会 

監  事 齋 藤 智 義 株式会社イヤサカ 相談役 

監  事 廣 瀬 敏 也 芝浦工業大学 工学部 教授 

 

２．期末における賛助会員数  ５２ 

 

３．職員の現状 

 

区   分 期 首（名） 期 末（名） 

本    部 １０ １０ 

昭 島 研 究 室 ２６ ２７ 

自動車基準認証国際

化研究センター 
２２ ２３ 

計 ５８ ６０ 

 

 

令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事

項」が存在しないので作成しない。 


